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公
債
費
は
、
市
債
と
し
て
借
り
入
れ
た

お
金
の
償
還
な
ど
の
経
費
で
、
い
わ
ゆ
る

借
金
の
返
済
に
充
て
る
お
金
で
す
。

ま
た
、
公
債
費
は
人
件
費
な
ど
と
同
様

に
義
務
的
経
費
（
５
㌻
財
政
用
語
解
説
③

参
照
）
で
あ
る
た
め
、
過
度
な
市
債
の
発

行
は
財
政
を
圧
迫
す
る
要
因
に
な
り
ま
す
。

そ
の
た
め
市
債
の
発
行
は
、
そ
れ
を
充
て

る
事
業
の
性
格
や
、
事
業
年
度
に
お
け
る

世
代
の
負
担
、
そ
し
て
後
年
度
の
世
代
に

与
え
る
負
担
と
い
っ
た
こ
と
を
長
期
的
・

総
合
的
な
視
野
に
立
っ
て
慎
重
に
判
断
し

て
行
わ
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

公
債
費
は
平
成
　
年
度
と
の
比
較
で
は
、

１９

２
億
４
千
万
円
ほ
ど
減
少
し
て
い
ま
す

（
【
表
５
】
参
照
）
。

減
少
の
主
な
要
因
と
し
て
は
、
後
年
度

の
利
子
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
平
成
　
年
１９

度
に
引
き
続
き
、
公
的
資
金
補
償
金
免
除

繰
上
償
還
（
６
㌻
財
政
用
語
解
説
④
参
照
）

を
実
施
し
ま
し
た
が
、
平
成
　
年
度
は
繰

２０

上
償
還
で
き
る
額
が
平
成
　
年
度
よ
り
も

１９

少
な
か
っ
た
こ
と
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

な
お
、
平
成
　
年
度
は
、
公
的
資
金

２０

（
簡
保
資
金
・
旧
大
蔵
省
資
金
運
用
部
資

金
）
か
ら
借
り
入
れ
た
高
金
利
の
市
債
に

つ
い
て
６
千
　
万
円
を
繰
上
償
還
し
た
こ

５４

と
に
よ
り
、
後
年
度
の
利
子
負
担
が
１
千

　
万
円
軽
減
さ
れ
ま
し
た
。

2１１
今
後
の
公
債
費
の
見
通
し
と
し
て
は
、

で
き
る
限
り
市
債
発
行
の
抑
制
に
努
め
た

と
し
て
も
、
ク
リ
ン
ク
ル
セ
ン
タ
ー
や
最

終
処
分
場
の
建
設
時
に
借
り
入
れ
た
市
債

の
償
還
が
修
了
す
る
ま
で
の
数
年
間
は
高

止
ま
り
の
状
況
が
続
く
も
の
と
見
込
ま
れ

ま
す
。

給
与
費
は
、
市
独
自
の
給
与
カ
ッ
ト
を

継
続
す
る
な
ど
人
件
費
の
縮
減
に
努
め
ま

し
た
が
、
団
塊
の
世
代
の
職
員
が
退
職
の

時
期
を
迎
え
た
こ
と
に
よ
り
退
職
手
当
額

が
大
幅
に
増
加
し
た
た
め
、
約
２
千
万
円

増
加
し
ま
し
た
。

厳
し
い
経
済
情
勢
か
ら
国
の
第
２
次
補

正
予
算
に
盛
り
込
ま
れ
た
『
生
活
対
策
』

の
対
象
事
業
と
し
て
、
子
育
て
応
援
特
別

手
当
支
給
経
費
や
定
額
給
付
金
給
付
事
業

費
、
地
域
活
性
化
・
生
活
対
策
臨
時
交
付

金
を
活
用
し
た
事
業
（
【
表
６
】
参
照
）

に
つ
い
て
補
正
予
算
を
計
上
し
ま
し
た
が
、

年
度
内
に
事
業
が
終
わ
ら
な
い
こ
と
か
ら

翌
年
度
に
繰
り
越
し
ま
し
た
。

【表６】平成２１年度に繰り越した事業（国の経済対策関連事業）
繰　 越　 額事　 　 　 　 業　 　 　 　 名

１，０４２万円第 二 庁 舎 整 備 事 業 費
４，４０７万円（仮称）市民活動センター整備事業費
２，１０７万円総 合 福 祉 セ ン タ ー 整 備 事 業 費
１，７３５万円老 人 福 祉 セ ン タ ー 整 備 事 業 費
３，８５２万円（ 仮 称 ） 青 葉 児 童 館 新 設 事 業 費
２，６９５万円子 育 て 応 援 特 別 手 当 支 給 経 費

８億４，１７８万円定 額 給 付 金 給 付 事 業 費
６，９１０万円市 民 会 館 整 備 事 業 費
２，７７２万円富 岸 小 学 校 屋 体 整 備 事 業 費

１０億９，６９８万円合　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計

財政用語解説財政用語解説④④
【義務的経費】
地方公共団体の歳出のうち、その支
出が法律で義務付けられているなど、
任意に節約できない経費（人件費・扶
助費・公債費）です。
【公的資金補償金免除繰上償還】
平成１９年度から２１年度までの特例措
置として、財政健全化計画を策定し、
行財政改革に取り組む地方公共団体を
対象に、年利５％以上の公的資金（旧
大蔵省資金運用部資金、旧簡保資金、
公営企業金融公庫資金）について、繰
上償還時の補償金が免除されることと
なりました。これにより、一般会計で
２１年度までの３年間に、総額約２億円
の繰上償還を行い、利子負担の軽減を
図る予定です。
また、この制度により、公共下水道

事業会計でも３年間で約１７億円、水道
事業会計で約５億の繰上償還（借換）
を行い、利子負担の軽減を図る予定で
す。

特集 財政公表　平成20年度の決算状況

【表５】市債（元金）の状況

平成２０年度末残高平成２０年度中借入額平成２０年度中償還額平成１９年度末残高区　　分

２６５億　８２６万円１３億７，７８５万円２８億２，８４６万円２７９億５，８８７万円一　　 般　　 会　　 計

９９８万円０円５０６万円１，５０４万円学校給食事業特別会計

１９９億５，０３６万円２０億２，７４０万円１８億９，３１６万円１９８億１，６１３万円公共下水道事業特別会計

６，５４８万円９００万円１７０万円５，８１９万円簡易水道事業特別会計

４６５億３，４０８万円３４億１，４２５万円４７億２，８３８万円４７８億４，８２３万円　 合　 　 　 計　

◎
平
成
　
年
度
へ
繰
越
し
た
事
業

２１

　
（
国
の
経
済
対
策
関
連
事
業
）




